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銃刀法 11条 1項 1号に基づく銃砲所持許可取消処分が裁量権の逸脱・濫用に
当たらないとされた事例

事実の概要

　Ｘ（原告、被控訴人）は、銃砲刀剣類所持等取
締法（銃刀法）4条に基づく許可を受けてライフ
ル銃を所持する者で、30 年以上北海道砂川市に
おいて有害鳥獣駆除に従事し、砂川市の委嘱する
鳥獣被害対策実施隊の隊員も務めている。Ｘは、
平成 30 年 8 月 21 日、ヒグマ（本件ヒグマ）1 頭
を駆除するため、本件ライフル銃により銃弾を 1
個発射（本件発射）し、本件ヒグマに命中させた。
本件発射は、同月 19、20 日に砂川市ａ地区にお
いてヒグマが相次いで目撃され、住民から不安の
声が上がっていたことから、同月 21 日にａ地区
でのヒグマ目撃の通報があり砂川市から出動の要
請を受けて出動した際に、行われたものである。
Ｘの出動には、同じく砂川市鳥獣被害対策実施隊
隊員であるＢ、砂川署警察官Ｃ、市役所職員Ｄも
おり、本件発射時、これら 3名は、本件ヒグマが
いた土手の上方にある市道（本件市道）または土
手斜面にいた。また、本件ヒグマのいた場所の至
近距離に複数の建物（本件建物等）も存していた。
　平成 31 年 4 月 24 日、北海道公安委員会は、
本件発射が「弾丸の到達するおそれのある建物に
向かって」なされたもので銃刀法 10 条 2 項に違
反し同法 11 条 1 項 1 号に該当するとして、銃の
所持許可を取り消した（本件処分）。そこでＸは
北海道（Ｙ）を被告として本件処分の取消訴訟を
提起した。
　便宜上、ここで、関係の法令を確認しておく。

銃刀法 11 条 1 項 1 号によれば、同法若しくは同
法に基づく命令の規定若しくはこれらに基づく処
分に違反した場合、都道府県公安委員会は銃砲等
の所持の許可を取り消すことができる。そして、
鳥獣保護管理法 38 条 3 項は、「弾丸の到達する
おそれのある人、飼養若しくは保管されている動
物、建物又は電車、自動車、船舶その他の乗物に
向かって、銃猟をしてはならない」と定めている
ところ、銃砲等を使っての鳥獣保護管理法によら
ない鳥獣の捕獲等は銃刀法により禁止されてい
る（銃刀法 10 条 2 項 1号）ので、人や建物等に到
達するおそれのあるような銃弾の発射をすること
は、銃刀法 11 条 1 項 1 号に基づく銃砲等所持許
可取消の要件に該当することになる。本件では、
本件発射が鳥獣保護管理法 38 条 3 項の禁止する
行為に該当するかという要件充足の有無、及び、
要件が充足されているとして許可を取り消すとい
う効果に係る裁量権の逸脱濫用の有無が、争点と
なった。
　原審（札幌地判令 3・12・17 判タ 1405 号 158 頁、
判自 488 号 83 頁）は、要件充足の有無の判断はせ
ず、効果裁量の部分の行政判断につき、裁量権の
逸脱濫用があったものとして本件処分を取り消す
との判決を下した。そこでＹが控訴した。

判決の要旨

　１　銃刀法 11条 1項 1号要件の充足について
　「本件発射行為当時、本件ヒグマがいた位置は
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本件市道との間に高低差 3メートル程度しかな
く、本件ヒグマの背後に高さ約 8メートルの土手
があったとは認められず、しかも、本件ヒグマの
背後の本件斜面は緩やかな斜面に過ぎなかった一
方、Ｘは、本件発射位置より標高が 5メートル程
度高い地点で立ち上がった本件ヒグマに対して、
本件ライフルを上方に向けて発射しており、本件
発射行為による弾丸は、本件ヒグマを貫通した後、
本件斜面の地面に接触しなかったか、接触したと
しても、その入射角がごく小さく、入射角が小さ
いと跳弾が起こりやすいことを考慮すれば、本件
斜面にとどまることなく跳弾することは容易に推
認することができる。現に、本件発射行為による
弾丸は、本件ヒグマより本件市道側にいたＢの猟
銃に当たって貫通しているのである。そうする
と、本件一般住宅については、本件発射行為当時、
本件ヒグマがいた地点との間に強固な構造物がな
かった上、……〔本件建物等〕も本件ヒグマがい
た位置と至近距離にあった一方、高速ライフル弾
は小枝等に触れただけでも跳弾になりやすいとさ
れる中、本件斜面には草木が繁茂していたほか石
も散乱し、跳弾が起こりやすい状況であったこと
を考慮すると、本件発射行為による弾丸は、本件
ヒグマに命中したとしても、その後弾道が変化す
るなどして、……本件建物〔等〕に到達するおそ
れがあったものと認めるのが相当である。」
　「そして、Ｘが本件発射行為の際本件ライフル
を向けた方角（北北東）は、本件建物及びｅ会館
が存した方角（北東及び北）とさほど乖離してお
らず、本件一般住宅、本件物置及び本件空き家に
ついても、その方角（北東、北北西及び北北西）が、
Ｘが本件発射行為の際本件ライフルを向けた方角
（北北東）と大きく乖離するものではなかったこ
と、〔本件建物等〕は、いずれも本件発射行為を
した位置から 90 メートル以内にあったことを考
慮すれば、本件発射行為は、『建物等に向かって
する銃猟行為』に当たるというべきである。また、
Ｘは、周辺の地形や建物の位置関係を知悉しなが
ら本件発射行為に及んでいるから、Ｘには、本件
発射行為が、弾丸の到達するおそれのある〔本件
建物等〕に向かってされたものであることの認識
があったと認められ、その故意に欠けるところは
ない。そうすると、Ｘによる本件発射行為は、鳥
獣保護管理法 38 条 3 項、銃刀法 10 条 2 項 1 号
に違反するといえるから、Ｘは、同法 11 条 1 項

1号所定の事由に該当するといえる。」

　２　裁量権の逸脱・濫用について
　裁量権の逸脱濫用の判断枠組みは原審を引用。
「本件発射行為による弾丸が本件周辺建物 5軒に
到達する相応の危険性があったというべきであ
り、その違反行為が軽微であったとはいえない。
これに加えて、Ｘは、Ｂが本件ヒグマの背後であ
る本件斜面の北側の本件市道付近に向かったこと
を認識しながら、草木が繁茂していて見通しが悪
い本件斜面に向けて本件発射行為に及んでいるな
ど、銃器を扱う者として心得ているべき安全のた
めの遵守事項に複数の点で違反している。また、
本件斜面及び本件市道上にはＢ、Ｃ警察官及びＤ
職員がおり、弾丸の跳飛の一般的様相は極めて複
雑で、跳弾は飛んでいく方向が分からず複数回起
こり得ること等にかんがみると、本件発射行為は
同人らの生命・身体も危険にさらしたというべき
である。そうすると、本件発射行為が不当なもの
でなかったということはできない。それにもかか
わらず、Ｘは、乙署が鳥獣保護管理法違反等の被
疑事実について捜査を開始してから本件処分時ま
での間に、本件発射行為が危険なものであること
を受け入れず、一貫してその正当性を主張してお
り、同種違反の再発可能性があるといわざるを得
ない。そうすると、Ｘによる違反行為は、指示処
分（銃刀法 10 条の 9第 1項）の『その違反行為
が比較的軽微である。』『違反行為の再発防止が期
待できる。』との量定基準を満たさず、銃砲所持
許可取消処分の『同種違反の再発のおそれ（中略）
が認められる場合』との量定基準を満たしている
といえる。したがって、……補正の上で引用した
原判決の判断枠組みに照らしても、同公安委員会
の判断が、重要な事実を欠くか、又は社会通念に
照らして著しく妥当性を欠くものとして認めるこ
とはできないから、同公安委員会の判断が裁量権
の逸脱・濫用に該当するとはいえない。」

判例の解説

　一　はじめに
　本件は、自治体に協力してヒグマを駆除したハ
ンターが銃所持許可を取り消されたことから、猟
友会が自治体からのヒグマ駆除要請を拒否する動
きに繋がり、北海道では物議をかもす事態になっ
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ており、一部で注目されているようでもある。
　原審１）は本件処分を裁量権の逸脱濫用で違法
としたが、本判決は正反対の判断に至ったもので
ある。以下、銃刀法 11条 1項 1号要件該当性、（要
件該当性が肯定されるとして）本件処分の裁量権逸
脱濫用の有無に関する本判決の判断について、原
審の判断との比較をも交えながら、検討する。

　二　要件該当性
　本件処分が銃刀法 11 条 1 項 1 号所定の要件を
満たす事実に基づいているかどうかがまずは問題
となるが、この問題は、本件発射が「弾丸の到達
するおそれのある建物」に向かってなされたか
どうかに尽きる。原審は、先述のように、11 条
1項 1号の要件を満たしているかどうかについて
の判断をしていないが、仮に原審がこの点に関す
る判断をしていたとすれば、おそらく、要件を満
たしていないという結論になったであろうと推測
される。裁量権逸脱濫用との原審の判断の基礎と
なった認識のうちの一つは、本件ヒグマの背後に
は高さ約 8mの土手があってＸの発射位置からは
建物の屋根の一部が見えるか見えないかという程
度に過ぎないというもので、そうすると、弾丸が
建物に到達するおそれは（ほとんど）なかったと
判断されることになると考えられるからである。
　これに対して本判決は、本件発射が「弾丸の到
達するおそれのある建物」に向かってなされたも
のと判断した。この判断の基礎となっているの
は原審とは全く異なる事実認識（特に跳弾という
現象（弾丸が何かに当たって跳ね返ること）の重視）
である。すなわち、まず、本判決は、ヒグマの後
ろには高さ 8mのバックストップはない、として
いる。本判決の認定するところによれば、本件発
射時、本件ヒグマは、高さ 8mの傾斜地のうち傾
斜の急な下 5mと傾斜が緩い上 3mの間にいて、
本件ヒグマの背後に高さ 8mの土手があったわけ
ではなく、しかも、本件発射の位置とその近くの
複数建物（距離 39～89m。なお、本件ライフル銃の
最大到達距離は 3～4km で、100m 先の 3.2mm の銅
板 3枚を貫通する威力を有するとのことである）の
うちの一部との間には弾丸を遮る構造物が存在し
なかった。次に、本件発射による弾丸はヒグマを
貫通した後仮に上記斜面に接触しなかったとして
も、入射角がごく小さいため跳弾しやすかった、
とされる（特にライフル銃の場合は跳弾しやすいと

される）。そして、実際に、本件発射行為による
弾丸が、Ｂの銃床に当たって貫通しているとも認
定されている――原審はこの事実を否定している
（これに限らず、上記バックストップの有無もそうだ
が、原審と本判決の間には事実の認識に相違点が多
い）。ヒグマに命中して貫通しながらもＢの銃床
に当たったということは実際に跳弾があったとい
うことであり、どの方向へ跳弾するかは全く分か
らないことからすれば、建物方向に飛ぶこともあ
りえたということになろう。なお、本判決の認定
事実として、「狩猟読本」（大日本猟友会発行、環
境省自然環境局野生生物課鳥獣保護管理室協力）に
は、ライフル銃等は前方にバックストップがない
限り発砲しない旨やライフル銃は小枝に触れただ
けでも跳弾になりやすい旨記載されている（認定
事実によれば、本件斜面には草木が繁茂し石も散乱
していた）。
　本判決は、本件発射が「弾丸の到達するおそれ
のある建物」に向かってなされたものと判断し、
銃刀法 11 条 1 項 1 号所定の要件に該当するとし
たのであるが、上記のような認定事実からすれば、
妥当だということになろう。跳弾の可能性を含め
て、建物方向に飛ぶことを確実に排除できる状態
でないと発射できないとすると、ヒグマ駆除が迅
速かつ実効的にできる余地がかなり狭まることも
推察されるが、このことは、効果裁量や立法（法
改正）の面で考慮するならともかく、要件該当性
の面で考慮すべきことではないとされよう。

　三　裁量権逸脱濫用（効果部分）について
　次に、許可取消という本件処分が裁量権の逸脱
濫用かどうかという点についてであるが、本判決
は、「その判断が、重要な事実を欠くか、又は、
社会通念に照らし著しく妥当性を欠くものと認め
られる場合に限り、裁量権の範囲を逸脱し又はこ
れを濫用したものとして違法となるものと解す
る」という原審の判断枠組みを引用した上で、逸
脱濫用には当たらないと判断した２）。銃刀法 11
条 1 項 1 号に基づく許可取消処分以外の対処と
しては、同法 10 条の 9第 1項に基づく措置指示
がある。それぞれの処分基準について見ておくと、
以下のようである。まず後者は、銃刀法違反等が
あり、銃砲等の適正な取り扱いをしていないと認
められる場合に「危害予防上必要な措置を執るべ
きことを指示する」ものであるが、①違反行為が
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比較的軽微である、②違反行為が反復して行われ
ておらず、営利性、計画性も認められない、③違
反行為の再発防止が期待できる等の条件を満たす
場合に、なされるものとされている。前者に関し
ては、④実害の発生、⑤同種違反の再発のおそれ、
⑥社会的に非難されるべき点等が認められるとき
に、許可取消をすべきものとされている。
　本判決は、ＢやＣの生命・身体を危険に晒すな
ど違反が軽微でないとの判断に加え、Ｘが一貫し
て本件発射の危険性を否定し正当性を主張するな
どから「再発のおそれ」があると判断し、本件処
分における逸脱濫用を否定した。違反が軽微でな
いということは、①の条件を満たさないため措置
指示ですませることはできない、したがって、「再
発のおそれ」があり⑤の条件を満たすこともあっ
て、許可取消処分を選択することに妥当性がある、
という判断を支持する要素となるということであ
ろう。ともかく、再発のおそれがあるとの判断に
関して事実の基礎を欠くとは言えない。
　しかし、社会通念上著しく妥当性を欠くと言え
ないかどうかは、疑問の余地がないわけでもない。
許可取消に係る処分基準該当性（「再発のおそれ」）
については、そのような判断もありえないわけで
はないとすると、社会通念上著しく妥当性を欠く
とまでは言えないかもしれない。しかし、（クマ
――あるいは野生動物全般――の駆除一般に対する
評価は人それぞれだとしても）本件発射が公益性を
有するとすれば（市の要請に基づいていたことや住
民に安心感を与えたこと等）、そのことを考慮せず
になされた本件処分が妥当なのか、という観点か
らの疑問はありうる。（違反）行為の公益性を考
慮すべきであるのに考慮しなかったことの瑕疵如
何ということである。実際、原審は、本件処分が
裁量権逸脱濫用になるとの判断の根拠の一つとし
て、本件のようなケースで発砲者が行政処分を受
けることになれば住民に不安を与えると砂川市の
職員が陳述していることを挙げている。本件処分
基準には、（違反）行為の公益性という項目はな
いが、当該行為の公益性や社会的意義を考慮事項
として挙げていない処分基準それ自体の合理性を
問題視することも考え方としてはありうる３）。処
分基準には「等」という文字があり、ここに公益
性を含ませることが可能かもしれないが、その場
合は、本件処分庁が処分基準自体を十分に考慮し
ていなかったということになる。そして、もし処

分庁が本件発射の公益性を考慮すれば本件処分と
は異なる結論になったかもしれない。仮に、この
ように考えることができるなら、判断過程におい
て不十分な点があったものとして、行政過程への
差戻し的取消判決がなされてもよかったであろ
う。

　四　終わりに
　現在、鳥獣保護管理法改正の検討がなされてい
る。すなわち、環境省に設置された「鳥獣保護管
理法第 38 条に関する検討会」の令和 6年 7 月 8
日「鳥獣保護管理法第 38 条の改正に関する対応
方針」では、「大型獣による人身被害のおそれが
現に生じている状況において、緊急的に住宅集合
地域等における銃猟を特例的に実施可能」にした
り、一定の条件の下で建物に向かって行われる銃
猟を可能としたりするような鳥獣保護管理法（38
条 2項、3項）の改正が検討されているのである。
本件のような事案がここで許容が検討されている
銃猟に該当するかどうかはよく分からないもの
の、現行の鳥獣保護管理法 38 条 3 項の規定がそ
のままでは迅速な判断及び対処ができないという
認識がされていることは確かである。本件処分は、
本件発砲が迅速な判断・対処の観点から問題があ
ると認識されている法律規定に違反したことが理
由でなされたわけである。法解釈論だけでなく法
政策論的にも関心を惹く素材を本件は提供してい
ると言える。

●――注
１）原審判決の評釈に、平祐介・法セ 806 号 119 頁、神山
智美・富大経済論集 68 巻 1 号 110 頁、桑原・新・判例
解説Watch（法セ増刊）31 号 317 頁がある。

２）原審も本判決も、行政裁量が認められる理由、つまり、
裁判所が判断代置しない根拠については何も語っていな
い。

３）平祐介・前掲注１）119 頁は、公益目的での公共の利
益に沿った発砲の場合との関係において、本件処分基準
（のうち許可取消の基準）の定める考慮事項が著しく不
足していることが不合理であるとしている。この点に鑑
みると、本判決は本件処分基準を無批判に受容している
と批判することも可能であろう。


